
⽇本は地震、台⾵、洪⽔といった⾃然災害が頻発する国であり、そのたびに多⼤な経済

損失を被っている。国際災害データベース（ EM-DAT ）のデータによれば、⽇本は 2019

年から 2023 年までの間、世界的に経済損失が⼤きい災害が複数回発⽣している。2019

年は台⾵で 9 億ドル（ 5 位）、2020 年は洪⽔で 5.8 億ドル（ 8 位）、2021 年と 2022

年は地震でそれぞれ 7.7 億ドル（ 5 位）、8.8 億ドル（ 6 位）の損失を記録した。2023

年は経済損失が 10 位以内に⼊っている災害は発⽣していないが、災害リスクは依然とし

て⾼い状況にある。

このように、⾃然災害による経済損失が繰り返し発⽣する中で、災害後の早期復旧が損

失を軽減する鍵となるはずだ。災害による経済的影響は、インフラの破壊や企業活動の中

断といった直接的な損失にとどまらず、物流網の停⽌や観光業の停滞など、間接的な損失

をもたらす点が特徴的だ。早期復旧が進むことで、これらの間接的な損失を抑えるととも

に、被災地域の経済を迅速に回復させることが可能となるだろう。

今後、⽇本が⽬指すべきは、被災前からの準備と早期復旧を⼀体的に進める「レジリエ

ントな社会」の構築だ。現在、事前準備に関しては進んできているが、復旧作業には他の

⾃治体職員やボランティアの⼒に頼っている部分が多いように感じられる。しかし、⼈⼝

減少が進む中マンパワーに任せた作業に限界が来ることは明⽩だ。そのために、デジタル

ツールやロボットの活⽤を考えていく必要があるのではないだろうか。

災害は避けられないものだが、その被害を最⼩限に抑えることは可能だ。⽇本がこれま

で培ってきた災害対応の経験と新たな技術を活⽤することで、、より強靭で持続可能な社

会が実現できるはずだ。
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